
１．件名：検査制度見直しに関する原子力エネルギー協議会等との面談 

   

２．日時：令和２年１月２１日（火） １６：００～１８：００ 

   

３．場所：原子力規制庁 ９階会議室Ｄ 

   

４．出席者 

原子力規制庁 

原子力規制部 

検査監督総括課 渡邉課長補佐、伊藤課長補佐、鈴木係長 

専門検査部門 澤田原子力規制制度研究官 

実用炉審査部門 塚部管理官補佐、照井安全審査官、立元審査チーム員、桐原調整係長 

研究炉審査部門 田中主任安全審査官、片野安全審査官 

東北電力株式会社 原子力本部 原子力部（原子力設備） 副長 他１名 

東京電力ホールディングス株式会社 原子力運営管理部 保安管理グループ 副長 他１名 

中部電力株式会社 

 原子力本部 原子燃料サイクル部 バックエンド・輸送グループ長 他１名 

日本原子力発電株式会社 廃止措置プロジェクト推進室 部長 他１名 

関西電力株式会社 原子力事業本部 

 原子力発電部門 廃止措置技術センター 廃止措置計画グループ リーダー 他１名 

四国電力株式会社 原子力本部 原子力部 廃止措置グループ 副リーダー 

中国電力株式会社 電源事業本部（放射線安全） 副長 他１名 

九州電力株式会社 廃止措置統括室 廃止措置管理グループ 副長 他１名 

原子力エネルギー協議会 副長 

 

５．要旨 

（１）原子力エネルギー協議会（以下「ＡＴＥＮＡ」という。）等から、配布資料（１）に基づ

き、制度改正に伴う廃止措置計画の本文六、七及び添付書類六の記載内容について説明があ

った。 

   原子力規制庁から、本文六の第６表については、技術基準や設置（変更）許可申請書を元

にした性能に係る記載があるものの、審査基準に記載されている「維持すべき水準」を示す

具体的な内容となっておらず、後段の検査で確認すべき事項を示す観点からも不明確である

と考えられる旨を伝え、ＡＴＥＮＡにて実際に事業者検査を行うことを念頭に再検討するこ

ととした。また、設置（変更）許可申請書との整合性についても、ＡＴＥＮＡにて再整理す

ることとした。 

 

（２）ＡＴＥＮＡ等から、配布資料（２）に基づき、廃止措置炉における保安規定の第４章及び



第８章の記載内容について説明があった。 

   第８章施設管理において、廃止措置計画の本文に記載のある性能維持の設備を考慮すると、

安全上重要な設備を除却する際の法令上の手続きなど、その要否に係る記載には注意が必要

であることの認識を共有した。また、燃料が既に持ち出された後のプラントにおける事業者

検査の独立性については、一律で不要とするのではなく、当該プラントの状況も踏まえるこ

とが必要である旨を伝え、ＡＴＥＮＡにて記載見直しを検討することとした。 

 

（３）ＡＴＥＮＡ等から、配布資料（３）に基づき、廃止措置プラントにおける定期事業者検査

の考え方について説明があった。他省庁の法令に係る検査記録を利用する場合は、規制基準

によって確認すべき視点が違うことを考慮し、当該記録の信頼性には十分注意することの認

識を共有した。 

 

６．配布資料 

（１）改正実用炉規則に係る廃止措置計画の記載内容について（ＡＴＥＮＡ資料） 

（２）廃止措置炉における保安規定の検討状況について（ＡＴＥＮＡ資料） 

（３）廃止措置プラントにおける定期事業者検査の考え方について（ＡＴＥＮＡ資料） 

 


